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提供予定日 ５月２１日

平成２０年５月２０日 県政記者クラブ配布資料

担 当 課 担 当 担 当 者 内線番号

市町村課 財政担当 チーフ 三宅 晋平 ２３６８

平成２０年度岐阜県内市町村の当初予算の概要について

第１ 普通会計
平成２０年度の岐阜県内４２市町村（２１市１９町２村）の普通会計における当初予算の状況は、次

のとおりとなっています。

なお、以下においては、実質的な動向を見るために、骨格予算を編成した４団体(中津川市、飛騨市、

本巣市、郡上市)を除く３８市町村に係る前年度の当初予算及び最終予算との比較も併せて行っていま

す。

普通会計 ･･･ 一般会計に公営事業会計（公営企業会計、収益事業会計、保険等事業会計等）を除いた特別会計を加えたもの

１ 予算規模 ～ 予算規模は、前年度当初予算と比べて１．４％の増加（38市町村） ～
県内４２市町村の当初予算の規模は、歳入・歳出総額が７，４１２億９９百万円で前年度と比べて０．

１％の減となっています。

なお、骨格予算を編成した４市を除くと、歳入・歳出総額とも６，５２７億２８百万円となり、前年

度当初予算と比べて１．４％の増加となっています。

【表１ 当初予算規模の状況】 （単位：百万円、％）

当初予算規模 当初予算規模 対前年度伸率 （参考）

対前年度伸率 地方財政

（全４２市町村） （３８市町村） 当初予算 最終予算※ 計画伸率

平成２０年度 ７４１，２９９ △０．１ ６５２，７２８ １．４ △３．１ ０．３

平成１９年度 ７４１，６９５ １．２ ６４３，４３３ △０．０

（注）※は、平成２０年度当初予算額を平成１９年度最終予算額と比較した対前年度伸率。以下各表において同じ。

２ 歳入 ～ 前年度当初予算と比べて地方税が２．６％、地方交付税が２．０％の増加（38市町村） ～
歳入の主な内訳・内容は、次のとおりです。

【表２ 歳入の状況】 （単位：百万円、％）

平成２０年度（全４２市町村） 平成２０年度（３８市町村） （参考）

対前年度伸率 対前年度伸率 地方財政
予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比

当初予算 当初予算 最終予算 計画伸率

一 般 財 源 ４７９，２８７ ６４．７ ２．２ ４１７，３２０ ６３．９ ２．１ △０．１

地 方 税 ３０３，７１７ ４１．０ ２．５ ２７８，１５７ ４２．６ ２．６ １．３ ０．５

地 方 交 付 税 １３２，１６７ １７．８ ２．４ １００，１５９ １５．３ ２．０ △３．４ １．３

地 方 譲 与 税 １０，４２６ １．４ △０．２ ９，１４６ １．４ △０．２ △１．１ △０．９

そ の 他 ３２，９７７ ４．５ △１．３ ２９，８５８ ４．６ △１．４ △１．０

使 用 料 ・ 手 数 料 ２０，０２３ ２．７ △２．４ １７，８４８ ２．７ △２．５ △１．７ △１．４

国庫支出金 ５０，１８１ ６．８ △２．１ ４６，５７９ ７．２ ２．６ △９．５ △０．９

県 支 出 金 ４３，０７４ ５．８ △０．７ ３８，０００ ５．８ ２．４ ０．７

財 産 収 入 ３，７７８ ０．５ １５．１ ３，３８６ ０．５ １８．８ △２．８

地 方 債 ６２，５８７ ８．４ △６．３ ５５，２１０ ８．５ １．３ ９．３ △０．５

うち臨財債 ２０，４９９ ２．８ △５．２ １７，６６６ ２．７ △４．９ △４．６ ７．７

そ の 他 ８２，３６９ １１．１ △５．７ ７４，３８５ １１．４ △３．０ △２１．５

歳 入 総 額 ７４１，２９９ １００．０ △０．１ ６５２，７２８ １００.０ １．４ △３．１ ０．３

うち交付税+臨財債 １５２，６６６ ２０．６ １．３ １１７，８２５ １８．１ ０．９ △３．６ ２．３
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（注）１ 一般財源のうち「その他」は、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税

交付金、自動車取得税交付金及び地方特例交付金の合計金額です。

２ 「国庫支出金」には、交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町村助成交付金を含みます。

３ 地方財政計画伸率は、地方税以外は都道府県分を含んだ数値です。

（１） 一般財源は、２．１％増（３８市町村の前年度当初予算に対する増減率。以下、特に表示がない限り

「第１ 普通会計」内において同じ。）となっています。

（２） 地方税は、地方財政計画では０．５％の増に対し、２．６％の増加となっています。

（表２の附表）主な地方税の状況 （単位：百万円、％）

収入見込額 対前年度伸率

３８市町村
全４２市町村 ３８市町村 全４２市町村

当初予算 最終予算

市 町 村 民 税 １３３，４９９ １２３，４３９ ３．０ ３．０ ０．６

個 人 均 等 割 ３，０８８ ２，８０４ ０．９ ０．８ １．９

所 得 割 １０２，９０４ ９５，２５９ ２．２ ２．３ １．４

法 人 均 等 割 ５，６３１ ５，１３１ ２．７ ２．７ １．８

法 人 税 割 ２１，８７６ ２０，２４５ ７．２ ６．９ △３．５

固 定 資 産 税 １３６，２０３ １２２，８６５ ２．７ ２．８ ２．３

（３） 地方交付税は、地方再生対策費の創設等により２．０％増となっています。なお、地方交付税の振り

替え措置である臨時財政対策債を加えて比較すると、０．９％増となっています。

（４） 使用料・手数料は、地方財政計画で１．４％減に対して、２．５％減となっています。

（５） 国庫支出金は、地方財政計画で０．９％減に対して、２．６％増となっています。

（６） 県支出金は、後期高齢者医療保険に伴う県負担金の増などにより、２．４％増となっています。

（７） 財産収入は、財産売払収入の増などにより、１８．８％増となっています。

（８） 地方債は、臨時財政対策債が４．９％減少したものの、１．３％増となっています。

（９） その他の収入では、繰入金（８．３％減）などの減少により、３．０％減となっています。

３ 目的別歳出 ～ 総務費などが減少し、民生費、土木費などが増加 ～
目的別歳出の主な内訳・内容は、次のとおりです。
【表３ 目的別歳出の状況】 （単位：百万円、％）

平成２０年度（全４２市町村） 平成２０年度（３８市町村）

対前年度伸率

予算額 構成比 対前年度伸率 予算額 構成比
当初予算 最終予算

議 会 費 ６，７５９ ０．９ △４．３ ６，０３１ ０．９ △３．５ △１．１

総 務 費 ８６，２４４ １１．６ △５．６ ７５，３６０ １１．５ △５．０ △１７．７

民 生 費 １９０，５４１ ２５．７ １．９ １７１，６４６ ２６．３ １．９ ０．７

衛 生 費 ７０，９９７ ９．６ ２．９ ６１，７１３ ９．５ ２．９ ２．１

労 働 費 １，５０５ ０．２ ７．０ １，４０５ ０．２ ８．２ ０．７

農林水産業費 ２８，１８２ ３．８ △６．０ ２１，９０５ ３．４ △１．９ △２．７

商 工 費 ２９，８２６ ４．０ １．６ ２７，５３８ ４．２ ２．４ １．０

土 木 費 １０４，３３６ １４．１ △０．７ ９４，９８２ １４．６ ５．９ △０．５

消 防 費 ３２，７７７ ４．４ １．４ ２９，５７４ ４．５ ３．１ １．３

教 育 費 ９０，６７２ １２．２ ０．９ ７９，６７４ １２．２ ２．３ △２．７

災害復旧費 １９４ ０．１ △７７．８ １６４ ０．１ △７９．５ △９３．８

公 債 費 ９４，８１１ １２．８ １．４ ７８，４２７ １２．０ １．８ ０．７

諸 支 出 金 ３，３８７ ０．５ △１１．３ ３，３８７ ０．５ △１１．３ △４１．８

予 備 費 １，０６８ ０．１ ２．０ ９２２ ０．１ ２．２ △２８．７

歳 出 計 ７４１，２９９ １００．０ △０．１ ６５２，７２８ １００．０ １．４ △３．１
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（１） 目的別経費の構成比は、民生費（２６．３％）、土木費（１４．６％）の割合が高く、この２項目で

全体の４０．９％を占めています。

（２） 総務費は、情報基盤整備事業の終了などにより５．０％減となっています。

（３） 民生費は、後期高齢者医療費負担の増などにより１．９％増となっています。

４ 性質別歳出 ～ 義務的経費、普通建設事業費がともに増加 ～
性質別歳出の主な内訳・内容は、次のとおりです。

【表４ 性質別歳出の状況】 （単位：百万円、％）

平成２０年度（全４２市町村） 平成２０年度（３８市町村） （参考）

対前年度伸率 対前年度伸率 地方財政
予 算 額 構成比 予算額 構 成 比

当初予算 当初予算 最終予算 計画伸率

義務的経費 ３３５，１５２ ４５．２ １．０ ２９３，５９７ ４５．０ １．４ １．１

人件費 １５１，４８１ ２０．４ △２．４ １３３，７４２ ２０．５ △２．０ △２．０ △１．４

扶助費 ８８，８６０ １２．０ ６．８ ８１，４２８ １２．５ ７．１ ７．１

公債費 ９４，８１１ １２．８ １．４ ７８，４２７ １２．０ １．８ ０．７ １．７

普通建設事業費 １１１，３７５ １５．１ △６．５ １０１，８３１ １５．６ １．５ △９．３ △２．７

補助事業費 ４０，４５７ ５．５ ５．９ ３７，０８４ ５．７ ２３．３ ２．６ △２．５

単独事業費 ７０，９１８ ９．６ △１２．４ ６４，７４７ ９．９ △７．８ △１４．９ △３．０

そ の 他 ２９４，７７２ ３９．７ １．４ ２５７，３００ ３９．４ １．５ △５．２

総 額 ７４１，２９９ １００.０ △０．１ ６５２，７２８ １００．０ １．４ △３．１ ０．３

（注）扶助費は、社会保障制度の一環として生活困窮者、身体障害者等に対してその生活を維持するために支出される経費です。

（１） 義務的経費は、人件費２．０％減となったものの、扶助費７．１％増、公債費１．８％増となったこ

とから、１．４％増となっています。

（２） 普通建設事業費は、単独事業費が７．８％減（地方財政計画３．０％減）となったものの、補助事業

費が２３．３％増（地方財政計画２．５％減）となったことから、１．５％増（地方財政計画２．７

％減）となっています。

（表４の附表）当初予算における普通建設事業の過去の伸率の状況（全４２市町村） （単位：％）

普通建設事業費（地財計画）
補助事業費（地財計画） 単独事業費（地財計画）

平成１４年度 △１４．１ （△ ９．５） △３１．７ （△ ８．５） △ ６．９ （△１０．０）

平成１５年度 △ ０．８ （△ ５．３） １１．８ （△ ５．０） △ ４．７ （△ ５．５）

平成１６年度 △ ３．４ （△ ８．４） △ ７．８ （△ ６．５） △ １．８ （△ ９．５）

平成１７年度 △１７．９ （△ ４．５） △ ５．０ （△ ７．０） △２２．３ （△ ３．０）

平成１８年度 ２．０ （△ ３．２） １０．５ （△ ３．３） △ １．５ （△ ３．２）

平成１９年度 △ ２．７ （△ ２．７） △ ０．２ （△ ２．３） △ ３．８ （△ ３．０）

（３） その他の経費は、補助費等１６．３％増などにより、１．５％増となっています。

第２ 公営企業
岐阜県内の市町村及び一部事務組合等が経営する上水道、下水道等の地方公営企業は、住民の日常生

活に密接に関連するサービスを提供するとともに、地域の活性化にも重要な役割を担っています。

平成２０年度における市町村地方公営企業の当初予算は、次のとおりとなっています。

１ 予算規模 ～下水道事業、水道事業、病院事業等で予算規模が増加 ～
当初予算の規模は、2,435億40百万円であり、前年度と比べて1.9％の増（４２市町村の前年度当初予

算に対する増減率。以下、特に表示がない限り「第２ 公営企業」内において同じ）となっています。

予算規模を事業別で見ると、下水道事業が931億1百万円（全体の38.2％）と最も大きく、次いで病院

事業892億38百万円（同36.6％）、水道事業512億72百万円（同21.1％）､介護サービス事業45億83百万円

（同1.9％）の順となっています。

予算規模が増加した事業は、市場事業の86百万円（対前年度7.3％増）、水道事業の14億81百万円

（同3.0％増）と、下水道事業25億89百万円（同2.9％増）等となっています。
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逆に予算規模が縮小した事業は、宅地造成事業が最も大きく1億5百万円（対前年度24.5％減）、電気

事業が28百万円（同14.1%減）、と畜場事業が23百万円（同4.2%減）等となっています。

地方公営企業の予算規模 ･･･ 企業経営に伴う建設投資額、企業債元利償還金、人件費、材料費、修繕費等の支出の合計

２ 建設投資額 ～ 下水道事業と水道事業で建設投資額全体の９割以上を占める ～
建設投資額は487億94百万円となっており、前年度と比べて11.5％の減となっています。

建設投資額を事業別に見ると、下水道事業の295億17百万円（全体の60.5%）が最も多く、次いで水道事

業が151億8百万円（同31.0％）、病院事業が37億34百万円（同7.7%）の順となっています。

建設投資額の事業内容を見ると、下水道の整備及び水道の整備などで全体の９割以上(91.5％)を占め

ています。その他の事業では、病院事業の割合が大きく、岐阜市の岐阜市民病院改築事業（平成17年か

ら継続）などが計画されています。

「建設投資額」の「普通会計における普通建設事業費」に対する比率は43.8％となっています。

【表５ 地方公営企業当初予算の状況】
（単位：百万円、％）

当初予算編成 予 算 規 模 建 設 投 資 額

団 体 数 平成２０年度 対前年 平成１９年度 平成２０年度 対前年 平成１９年度

20年度 19年度 予算規模の額 構 成 比 度伸率 予算規模の額 構 成 比 建設投資の額 構 成 比 度伸率 建設投資の額 構 成 比

下 水 道 ４０ ４０ ９３，１０１ 38.2 2.9 ９０，５１２ 37.9 ２９，５１７ 60.5 △16.2 ３５，２１７ 63.9

病 院 １２ １３ ８９，２３８ 36.6 0.7 ８８，５９８ 37.1 ３，７３４ 7.7 15.9 ３，２２３ 5.8

上 水 道 ３８ ３８ ４２，３９８ 17.4 2.6 ４１，３１３ 17.3 １３，０８９ 26.8 △ 3.0 １３，４９０ 24.5

簡易水道 ２３ ２３ ８，８７４ 3.6 4.7 ８，４７８ 3.5 ２，０１９ 4.1 △29.3 ２，８５６ 5.2

水 道 計 － － ５１，２７２ 21.1 3.0 ４９，７９１ 20.8 １５，１０８ 31.0 △ 7.6 １６，３４６ 29.7

介 護 １４ １４ ４，５８３ 1.9 △ 2.2 ４，６８５ 2.0 ４９ 0.1 △15.0 ５７ 0.1

観 光 ６ ５ ２，１３４ 0.9 △ 1.2 ２，１６０ 0.9 ５１ 0.1 △28.2 ７１ 0.1

市 場 ５ ５ １，２６４ 0.5 7.3 １，１７８ 0.5 ２２７ 0.1 233.8 ６８ 0.1

駐 車 場 ９ ９ ９２９ 0.4 0.4 ９２６ 0.4 ３７ 0.1 48.0 ２５ 0.0

宅地造成 ３ ３ ３２４ 0.1 △24.5 ４２９ 0.2 ２７ 0.1 △ 2.9 ２８ 0.1

と 畜 場 ３ ３ ５２３ 0.2 △ 4.2 ５４６ 0.2 ４４ 0.1 △39.7 ７３ 0.1

電 気 ２ ２ １７１ 0.1 △14.1 １９９ 0.1 ０ 0.0 0.0 ０ 0.0

合 計 １５５ １５５ ２４３，５４０ 100.0 1.9 ２３９，０２３ 100.0 ４８，７９４ 100.0 △11.5 ５５，１０８ 100.0

第３ 圏域別の状況
県内市町村の平成２０年度当初予算額を５圏域別に集計すると、各圏域の予算規模の県内市町村全体

に占める割合及び前年度の当初予算規模に対する増減率は、次のようになっています。

１ 普通会計

県内市町村全体の予算規模（全４２市町村）に占める割合は、岐阜圏域（本巣市：骨格予算）が３４．

３％で最も大きく、次いで中濃圏域（郡上市：骨格予算）、西濃圏域、東濃圏域（中津川市：骨格予

算）、飛騨圏域（飛騨市：骨格予算）の順となっています。

骨格予算を編成した団体を除く３８市町村の前年度当初予算規模に対する増減率は、飛騨圏域が２．

５％減少した以外はプラスの伸率となっています。

なお、普通建設事業費については、西濃圏域、東濃圏域を除いてマイナスの伸率となっています。

２ 公営企業

県内市町村全体の予算規模に占める割合は、岐阜圏域が２９．２％で最も大きく、次いで西濃圏域、

東濃圏域、中濃圏域、飛騨圏域の順となっています。

前年度の当初予算規模に対する増減率は、中濃圏域が３．２％、飛騨圏域が２．４％それぞれ減少し

た以外はプラスの伸率となっています。

なお、建設投資額の伸率については、岐阜圏域が昨年度と同率であった以外は、マイナスの伸率とな

っています。
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【表６ 圏域別の予算規模等の状況】
（単位：百万円、％）

飛 騨 圏 域

高山市 飛騨市 下呂市

大野郡

予算規模(県全体 対 前 年 度 当 初 予 算 伸 率

に占める割合) 予算規模 うち建設事業費

42市町村 89,513(12.1) △3.2 △7.1

38市町村 72,386(11.1) △2.5 △6.0

予算規模(県全体 対 前 年 度 当 初 予 算 伸 率 公営企業 19,190( 7.9) △2.4 △4.5

に占める割合) 予算規模 うち建設事業費

42市町村 253,906(34.3) 0.6 △8.7

38市町村 240,106(36.8) 1.3 △3.8

公営企業 70,995(29.2) 5.6 0.0

岐 阜 圏 域 中 濃 圏 域

西 濃 圏 域 岐阜市 羽島市 関市 美濃市 東 濃 圏 域

各務原市 美濃加茂市 可児市

大垣市 海津市 山県市 瑞穂市 郡上市 加茂郡 多治見市 中津川市

養老郡 不破郡 本巣市 可児郡 瑞浪市 恵那市

安八郡 揖斐郡 羽島郡 本巣郡 土岐市

予算規模(県全体 対 前 年 度 当 初 予 算 伸 率 予算規模(県全体 対 前 年 度 当 初 予 算 伸 率

に占める割合) 予算規模 うち建設事業費 に占める割合) 予算規模 うち建設事業費

42市町村 132,938(17.9) 3.0 19.8 42市町村 125,547(16.9) 0.5 0.1

38市町村 132,938(20.4) 3.0 19.8 38市町村 91,004(13.9) 1.9 9.7

公営企業 57,097(23.4) 0.5 △3.3 公営企業 56,995(23.4) 4.1 △11.9

予算規模(県全体 対 前 年 度 当 初 予 算 伸 率

に占める割合) 予算規模 うち建設事業費

42市町村 139,395(18.8) △2.4 △29.5

38市町村 116,294(17.8) 2.2 △5.6

公営企業 39,264(16.1) △3.2 △40.7



◎20年度の主な補助事業（事業費５億円以上） （単位：百万円）

市町村名 事業年度 事業名 Ｈ20事業費

岐阜市 ５～２４ 岐阜駅北口土地区画整理事業 1,483

高山市 １０～２５ 高山駅周辺土地区画整理事業 2,568

１９～２０ 畜産経営構造対策事業補助金 721

１８～２０ 中山中学校校舎等改築事業 513

多治見市 20 多治見駅南北連絡通路整備事業 848

１９～２１ 最終処分場整備事業 811

20 国道248号多治見バイパス整備事業 648

中津川市 １８～２２ 情報通信ネットワーク整備事業 924

羽島市 ２０～２１ 小中学校施設耐震補強・大規模改修事業 696

美濃加茂市 20 学校給食センター整備事業 542

各務原市 １８～２１ 鵜沼駅周辺市街地整備事業 1,483

１７～２０ 都市ルネサンス整備事業 713

１６～２６ （仮称）那加小網線道路整備事業（（仮称）各務原大橋） 803

山県市 １８～２１ 美山中学校改築事業 1,201

飛騨市 １６ ２０ 図書館等複合施設整備事業（図書館機能） 525
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飛騨市 １６～２０ 図書館等複合施設整備事業（図書館機能） 525

下呂市 １６～２０ まちづくり交付金事業 3,435

海津市 20 学校給食センター建設事業 978

関ヶ原町 １９～２０ 新設小学校建設事業 719

神戸町 ２０～２１ 給食センター建設事業 503

揖斐川町 ２０～２１ 統合学校給食センター建設事業 621

◎20年度の主な単独事業（事業費５億円以上） （単位：百万円）

市町村名 事業年度 事業名 Ｈ20事業費

岐阜市 １７～２１ 薬科大学学舎建設事業 987

１８～２２ 次期一般廃棄物最終処分場整備 528

高山市 １９～２０ 合併記念公園整備事業 512

瑞浪市 １５～２０ 戸狩半原線道路改良事業 991

恵那市 １８～２０ （仮称）消防防災センター建設事業 828

可児市 １５～２０ 庁舎増改築耐震補強事業 570

山県市 ２０～ （仮称）福祉健康広場整備事業 917

飛騨市 １６～２０ 図書館等複合施設整備事業（庁舎機能等単独分） 747
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